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なお、本論文は、A4版で239ページ、文字数で約22万字となっている。 
 
 
２ 本論文の要旨 
 
 ここでは本論文の要旨を各章の節ごとにその概要を記述していきたい。 
 
序章 
本論文は、「序章 地方公務員の給与の在り方についての問題意識」から始められている。 
「第１節 人口減少時代における地方公共団体」では、少子高齢化が世界でも類を見ない
スピードで進行し、人口減少、更には地方から大都市への人口の地域間移動も進行する日本
において、地域経営を担う地方公共団体、そして実際にその業務に従事する地方公務員の果
たす役割の重要性について記述されている。 
「第２節 地方公務員の給与の状況」では、地方公務員法には、地方公務員の給与決定に
当たり、総務省が主張するところの「職務給の原則」、「均衡の原則」および「条例主義の原
則」という３つの給与決定原則がある。この中でも「均衡の原則」については、長年、国家
公務員の給与に準じるべきこととされてきたが、2006（平成18）年３月27日に公表された「地
方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書」の提言により、給与制度については国家公
務員の給与制度を基本とする一方、給与水準については地域の民間給与水準をより重視す
る方向に考え方が転換されたことが記述されている。 
「第３節 問題意識と本稿の目的・構成等」では、課題設定とアプローチ方法について記
述されている。すなわち、著者は、地方公務員の給与システムは地方行政を担う地方公務員
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の働くモチベーションを高めるとともに、当該地方公共団体の住民が納得するものでなけ
ればならないと考え、地方自治の発展を目指す観点から、今、改めて地方公務員の給与決定
原則としての「均衡の原則」の意味を問わなければいけないのではないかという問題意識を
持った。この問題意識から、本論文の目的は、地方分権の時代と言われる21世紀における地
方公務員の給与システムの在り方およびその決定における地方公共団体の自治権の在り方
を考察することとされている。 
 本論文では、戦後の公務員給与に関する国会議事録や、人事院、総務省（旧自治省を含
む。）、財務省、厚生労働省など政府関係機関の公表資料のほか、公務員給与関係を中心とし
た先行研究といった文献を基に考察が進められている。各論の検討に当たっては、地方公務
員の給与の歴史的変遷、国家公務員の給与との比較、諸外国の公務員給与決定方法との比較
なども考察されている。 
 序章の最後の「小括」では、第１節から第３節までの内容が簡潔に要約されており、考察
の焦点のひとつが総務省の主張する「均衡の原則」であるとされ、この均衡の原則を幅広く
考察していくことが述べられている。 
 
第１章 
「第１章 公務員制度及び公務員給与制度の現状」の「第１節 公務員とは何か」では、
日本国憲法で「全体の奉仕者」と位置づけられた公務員の特質として、その業務には高度な
公共性があることが記述されている。そのため、公務員は基本的には勤労者でありながら民
間事業従事者とは異なり、その労働基本権の一部が制限されていることが記述されている。 
「第２節 公務員の種類」では、公務員の種類と数の変遷等について、法令に基づく「国
家公務員と地方公務員」、「一般職と特別職」といった分類のほか、実務上の必要から設けら
れた「現業職員と非現業職員」、「常勤職員と非常勤職員」といった分類に基づいて、その説
明が記述されている。 
「第３節 公務員給与制度の概要」では、公務員の給与制度の概要について、国家公務員、
地方公務員ごとに記述されている。国家公務員については、職員に適用される基準として、
「平等取扱の原則」、「人事管理の原則」および「情勢適応の原則」といった３つの通則につ
いて、それぞれが説明され、またその給与については３つの給与決定原則である「職務給の
原則」、「給与法定主義の原則」および俸給決定要素としての「民間準拠の原則」といった給
与決定原則が定められているが、それぞれについて解説されている。また、労働基本権の制
限にともない、その代償措置としての人事院勧告についても、説明されている。 
続いて、地方公務員の給与決定原則について触れられており、具体的には「職務給の原則」、
「均衡の原則」および「条例主義の原則」の３つであり、その給与は、職務給の原則により、
職員の職務の複雑、困難及び責任の度合いに基づいて決められる給料と、これを補完する諸
手当から構成されていること、また国家公務員と同様に労働基本権の一部が制限されてい
ることから、都道府県や指定都市等人事委員会がおかれている団体では、人事委員会勧告制
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度が設けられていることなどが記述されている。人事委員会が置かれていない団体につい
ては、人事院勧告や人事委員会勧告を踏まえて、首長が具体的な給与改定方針を決定するこ
とになっており、最終的には条例で決定されることが述べられている。 
第１章の最後の「小括」では、第１節から第３節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
第２章 
「第２章 地方公務員制度とその給与システムの歴史的変遷」の「第１節 明治から終戦
までの状況」では、明治から終戦までの府県制、市町村制の下での職員およびその給与シス
テムの概要が記述されている。戦前の府県の上層部は、中央政府（内務省）の支配下にある
国の官吏が占めており、その俸給は労働の対価ではなく、「天皇の官吏」として社会的対面
を保つのにふさわしい身分給として下賜されていたことが記述されている。また、府県のそ
の他の職員としては、国家に対し忠実かつ無定量の勤務に服すべき公法上の義務を負うも
のの、国庫から俸給を支給されない待遇官吏、一般事務を担う吏員、私法上の雇用契約関係
にあったと考えられる雇傭人とがいた。他方、市町村の職員としては、吏員および雇傭人と
がいた。吏員に対しては府県制および市制町村制により、当初は府県会、市会又は町村会の
議決をもって勤務に対する報酬としての給料などが支給されていた。その後、府県の吏員の
給与については、1899（明治32）年の府県制改正によって知事がこれを定めることとされた。
1929（昭和４）年に至って、府県制、市制および町村制の改正により、地方の吏員の給与は
全てそれぞれの府県又は市町村の条例をもって定めるべきこととされたが、1943（昭和18）
年になると、再度、府県規則又は市町村規則で定められることになった。また、雇傭人は、
労働の対価としての給与を受け取っていたが、体系的な給与管理は行われず、各団体の内部
規定によって日給の最高額が定められている程度であった。 
「第２節 戦後の地方公務員制度確立過程における状況」では、地方公務員法の制定過程
や国家公務員を含めた終戦直後の公務員給与の状況、そして、地方公務員給与の「国公準拠」
萌芽期の状況について記述されている。まず、1947（昭和22）年10月21日に国家公務員法が
公布されたにもかかわらず、その後、政令201号が公布・施行され国家公務員法を改正せざ
るを得なくなったこと、また、地方公務員法を暫定的なものとするか恒久的なものとするか
について、政府とＧＨＱとの間で意見が分かれたことなどから、地方公務員法は1950（昭和
25）年12月９日に成立し、同月13日に公布された。また、国家公務員の給与は、戦後の超イ
ンフレにより制度および水準が頻繁に変更されたのだが、1946（昭和21）年７月改正による
国の職員の600円ベースの給与改定については、地方についても９月４日付け内務次官通牒
によって国の給与改正に「準じる」ことが要求された。それまで地方の吏員の給与は、全て
それぞれの府県規則又は市町村規則をもって定めるべきこととされていたことから、西村
美香は「後の国家公務員給与と地方公務員給与の「均衡」の萌芽がここに生まれた」との指
摘がなされている。1947（昭和22）年５月３日に地方自治法が施行され、これまで内務次官
通牒によっていた国と地方との給与関係が、法令に規定されることになった。すなわち、地
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方自治法第204条第２項では、給与の条例主義の原則が明記されたが、附則において、都道
府県の吏員に関しては、別に法律が定められるまで従前の都道府県の官吏又は待遇官吏に
関する各相当規定を準用するが、政令で特別の規定を設けることができることとされ（附則
第５条第１項）、地方公共団体の長の補助機関たる職員等の給与に関しては、別に法律が定
められるまでの間は、従前の規定に準じて政令でこれを定めることとされた（附則第９条）。
そして、地方自治法施行規程第55条第２項では、「都道府県の吏員の給料その他の給与につ
いては、地方自治法第204条第２項の規定にかかわらず、官吏の俸給その他の給与の例によ
る」こととされ、同施行規程第56条第２項で、「市町村及び特別区の吏員の給料その他の給
与については、官吏の俸給その他の給与に準じ、条例でこれを定める」こととされた。西村
美香は、「これこそが後の国家公務員給与と地方公務員給与の「均衡」問題の原型であった」
と指摘されている。 
「第３節 21世紀直前までの公務員給与の状況」では、人事院および人事委員会の給与勧
告の実施状況のほか、1970代から自治省が地方公共団体に対し給与の「国公準拠」を強力に
働きかけた過程を、地方公共団体の対応を含め、21世紀直前までの状況が確認されている。
まず、人事院勧告制度は、制度導入の経緯や判例からすると、国家公務員の労働基本権制約
の合憲性を担保しているものであるだけに、最大限尊重され、実施されるべきことは当然で
あるが、過去においては国の財政事情等により、勧告どおり実施されなかったことがあった。
また、人事院および各人事委員会による月例給の勧告改定率および特別給の勧告月数を比
較すると、多くの人事委員会において、調査した公民給与較差とは関係なく、国公準拠の勧
告が行われていたことが分かる。続いて，自治省が地方公務員の給料表を国家公務員の俸給
表に準じさせることで、給与制度に実質的な「国公準拠」をもたらしたこと、また、その際
に等級（級）別標準職務表が一定の役割を果たしてきたことを稲継裕昭が指摘している。第
１次オイルショック後の1974（昭和49）年には、全国の地方公共団体の加重平均ラスパイレ
ス指数が110.6と過去最高値となり、自治省はラスパイレス指数の高い地方公共団体を対象
に、特別交付税の算定や地方債許可権限等の財政措置を絡めた個別給与適正化指導を強力
に行い、こうした指導の効果もあって、地方公共団体のラスパイレス指数は漸次低下傾向と
なっていった。 
第２章の最後の「小括」では、第１節から第３節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
第３章 
「第３章 地方公務員給与の均衡概念」の「第１節 自治省が主張する「均衡の原則」」
では、自治省は「均衡の原則」＝「国公準拠」を主張したが、その理念や、それが果たした
役割について考察されている。地方公務員法第24条では、第３項（当時）で「職員の給与は、
生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情
を考慮して定められなければならない」と定め、第５項（当時）で「職員の勤務時間その他
職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の職員との間に
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権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない」と定めているのであるが、当
時の自治省は給与と給与以外の勤務条件に関する規定が異なっているにもかかわらず、ま
ったく同じ規定であるかのように説明していたという。本音としては地方公務員の給与シ
ステムを国家公務員と一本化したかった自治省は、「「均衡の原則」は「国公準拠」によって
合理的かつ効率的に達成されることから、法令等に「国に準ずる」という規定はなくても、
地方公務員法の趣旨にかなう最も妥当な方法である「国公準拠」をすべきである」という見
解から、「国公準拠」に従うよう地方公共団体を指導したことを記述している。 
「第２節 自治省の見解に対する反論」では、自治省の見解に対する室井力、青木宗也お
よび佐藤英善の３人の反論について記述している。まず、室井力は、「地方公共団体に職員
の給与を自主決定する権限を認めることが法解釈の常識である」と主張した。また、青木宗
也は、「国家公務員の勤務条件基準（特に給与基準）が下回ることを理由に、地方公務員の
給与を含む勤務条件の引下げを求めることは地方公務員法違反である」と主張した。さらに、
佐藤英善は、「実定法上の文言の根拠がないにもかかわらず、自治省が「国公準拠」を主張
し、地方公共団体に対して行政指導をすることは、違法な行政的関与となるおそれがある」
と指摘したことを記述している。このように、自治省の見解である「均衡の原則」＝「国公
準拠」に対して幾つかの反論が出されたにもかかわらず、自治省はこの見解を堅持し続けた。
そのため、国家公務員と地方公務員との給与比較が重要視されてきたと指摘されている。 
「第３節 国家公務員と地方公務員との給与比較」では、国家公務員と地方公務員との給
与比較や国公準拠が適用される範囲について考察し、国家公務員に比較対象となる職種、諸
手当が存在する限りにおいて、地方公務員の全ての職種に支給される全ての給与を対象に
国公準拠が適用されてきたことが明らかにされている。 
第３章の最後の「小括」では、第１節から第３節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
第４章 
「第４章 21世紀における公務員の給与制度改革等の状況」の「第１節 公務員の総人件
費削減に向けた経緯」では、20世紀末から21世紀初めにかけて、日本の公務員制度改革は行
政システムの改革と密接に結びついていたため、行政改革の流れとともに進められた状況
が明らかにされている。1996（平成８）年11月21日に総理府に設置され、橋本龍太郎首相自
らが会長に就任した行政改革会議がその発端であったという。また、1997年4月には公務員
制度調査会が設置された。1999年3月16日に「公務員制度改革の基本方向に関する答申」が
取りまとめられた。さらに2000年12月1日に「行政改革大綱」が閣議決定され。さらに2001
年１月６日には１府22省庁から１府12省庁への中央省庁再編が行われ、同年12月25日には
「公務員制度改革大綱」が閣議決定された。これらによって、公務員制度改革が進められた。
その結果、2008（平成20）年６月13日には、「国家公務員制度改革基本法」が施行され、幹
部人事の一元管理を担う内閣人事局の設置や自律的労使関係制度の検討などが明記された。
前者は実現したが、後者は見送られた。 
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また、21世紀の公務員給与の制度改革は、公務員制度改革のうちの「能力・実績に応じた
給与支給」という観点とともに、財政健全化の観点から「公務員の総人件費改革」を掲げる
経済財政諮問会議が重要な役割を果たしたことについて明らかにされている。2001（平成13）
年1月6日に設置された経済財政諮問会議だが、そこでの議論を受けて「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針2002」が閣議決定され、そこには「総人件費の抑制については、徹底
した増員の抑制と定員の削減に努める」と明記された。これらを受けて、総務省から地方公
共団体に対する総人件費削減の要請が出され、集中改革プラン（2005年度～2009年度まで）
の策定を2005年度中に公表することを要請した。こうした経緯が丁寧に解説されている。 
「第２節 給与構造改革」では、2006（平成18）年度から実施された国家公務員の給与構
造改革および地方公務員も給与構造改革を行うようにとの総務省から地方公共団体に対す
る要請について記述されている。基本方針2002を受けて人事院は、2002年9月に「地域に勤
務する公務員の給与に関する研究会」を設置し、同研究会は2003年7月18日に基本報告を公
表した。2005年8月15日に人事院は、①職員が勤務する地域の民間給与水準の職員給与への
適正な反映、②年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた給与構造への転換、③勤務実
績の給与への反映等を勧告した。地域手当は民間給与の地域間較差が適切に反映されるよ
う、それまで支給されていた調整手当に替えて支給されることになった。これが地方公共団
体にも波及し、地域手当を含めた給与水準は「地域民間給与水準の反映」であるが、上限は
それぞれの地域における国家公務員の給与水準であり、実態は「地域ごとの国公準拠」にほ
かならないのであると指摘されている。 
「第３節 東日本大震災後の公務員給与減額支給措置等」では、2012（平成24）年度およ
び2013年度に行われた国家公務員の給与減額支給措置および総務省から要請された2013年
度に限定しての地方公務員の給与減額支給について記述されている。2011年6月、政府は、
一部職員団体との間で、労働基本権付与および日本の厳しい財政事情や東日本大震災に対
処する必要性から行う、給与の平均7.8％の引下げに合意し、これを踏まえた「国家公務員
の給与の臨時特例に関する法律案（平均7.8％削減）」を閣議決定た。その後、同年９月30日
に給与を0.23％引き下げる内容の人事院勧告が行われた。政府は同年10月、給与勧告の不実
施を閣議決定したが、人事院は給与勧告の実施を国会等の場で強く主張した。その結果、翌
2012（平成24）年２月、給与勧告による俸給表の引下げ改定を実施した上で、平均7.8％と
なるように給与削減を行うことについて与野党の合意がなされ、2012年２月29日、「国家公
務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」が議員立法により成立した。 
2013年1月15日に「国と地方の協議の場」が開催され、政府と地方団体との間で激しいせ
めぎ合いが続いたが、同年1月28日には総務省から通知が出され、また全国の首長・議長あ
てに新藤義孝総務大臣からの書簡も出された。地方公務員の給与削減を前提に地方交付税
等の算定を行うのであるから、強権的に地方公務員の給与削減を行っていることは明らか
であると指摘されている。 
「第４節 給与制度の総合的見直し」では、2015（平成27）年度から実施された国家公務
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員の給与制度の総合的見直しおよび地方公務員も給与制度の総合的見直しを行うようにと
の総務省から地方公共団体に対する要請について記述されている。2014年8月7日に人事院
は、国家公務員の給与制度の総合的見直しを勧告した。その主な内容は、①地域間の給与配
分の見直し、②世代間の給与配分の見直し、であった。地方公務員に関しては、2014年5月
に「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」が総務省によって設置され、同
年12月22日に報告書を公表し、その基本的な考え方には、「地方公務員給与の現状を踏まえ
れば、国家公務員給与が捉えている課題は多くの地方公共団体に共通するものである」とし、
地域民間給与の更なる反映の観点から、給料表の見直しと併せて、地域手当について所要の
対応をとることが「均衡の原則」にかなうと述べ、正に「国公準拠」を求めるものであった
ことが指摘されている。 
第4章の最後の「小括」では、第1節から第4節までの内容が簡潔に要約されている。結論
として、「国家公務員給与の水準引下げや削減措置が実施されると、地方公務員給与も準じ
ることが当然のことのように総務省から要請される。21世紀においても地方公務員給与の
「国公準拠」の原則は、しっかりと生き続けているのである。」と指摘されている。 
 
第５章 
「第５章 21世紀における地方公務員の給与の状況」の「第１節 地方公共団体の給与構
造改革等への対応状況」では、総務省から要請された集中改革プランの策定・取組、給与構
造改革、東日本大震災後の給与減額支給および給与制度の総合的見直しについての地方公
共団体の対応状況について記述されている。大多数の地方公共団体は総務省から要請を受
けると、自らの職員の給与の制度および水準を速やかに変更していることが明らかにされ
ている。給与制度の総合的見直しについて具体的にいえば、都道府県では47団体全て
（100％）、指定都市でも20団体全て（100％）、市区町村では1,721団体のうち1,689団体
（98.1％）が総務省の要請に応じ、その職員の給与制度の総合的見直しを行っている、と指
摘されている。 
「第２節 21世紀における地方公務員の給与水準の状況」では、21世紀における地方公共
団体の団体区分別ラスパイレス指数の推移等について記述した後、地方公務員の給与水準
決定における地方公共団体の自律性について考察されている。西村美香は、地方公務員の給
与のあり方研究会報告書が示した、地方公務員の給与水準における「国公準拠」からの離脱
は、地方公共団体が国への依存を断ち切り、自治や地方分権といった理念に結びつける機会
であったが、逆に国への過度の依存をもたらしていると指摘している。その要因として、①
総務省が国を基準にした地方公共団体の給与の画一性を求め、地方公共団体の多くも画一
性を守ることに安ど感を覚えていること、②総務省主導の地方公共団体の給与情報等の公
表も、ラスパイレス指数等の類似団体ごとの比較であることから、画一的である方が良いと
いう方向へ誘導されがちであること、③地域民間給与水準を反映するためには、人事委員会
機能の強化が不可欠であるにもかかわらず、行政改革を進めている中で人事委員会事務局
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の体制を強化することは難しいこと、④多様性につながる能力実績主義的人事管理制度の
導入は始まったばかりであること、⑤地方財政の自立が遅れていること、以上５つを挙げて
いる。著者は、これらの５つの要因を基に考察を行った後、地方公務員給与と地方財政との
関係を更に詳細に考察した上で、改めて地方公共団体の職員給与水準決定における自律性
について次節で考えるとしている。 
「第３節 地方公務員給与と地方財政との関係」では、地方公務員の給与を論じる場合、
地方財政全体の状況を抜きに論じることはできないことから、地方公務員給与と地方財政
との関係について考察されている。その上で、改めて、地方公務員の給与水準決定における
地方公共団体の自律性について考察されている。その結果、財政的余裕の有無にかかわらず、
都道府県のラスパイレス指数および地域手当補正後ラスパイレス指数が、ともに100.0に収
束しつつある現状に鑑み、むしろ、地方公共団体は横並び意識も手伝って、総務省の要請（＝
地域ごとの国公準拠）に応えることを当然のことと思っていると推測できるとしている。そ
して、その状況を義務的追従や自律的決定というよりは、総務省の要請への「横並び的追従」
と表現できるとしている。地方公共団体は自らの職員給与の決定権を失っているわけでは
なく、都道府県の場合は国や他の都道府県の職員給与水準、市区町村の場合は国、当該市区
町村が属する都道府県や他の市区町村の職員給与水準の情報を得ながら、横並び意識を持
って、マスコミや住民から批判されることのない、かつ職員の働く意欲を失わせることもな
い、いうならば無難な給与水準に決定しているのではないか、と推測している。 
第5章の最後の「小括」では、第1節から第3節までの内容が簡潔に要約されている。結論
として、第3節の内容を繰り返して「地方公共団体は自らの職員給与の決定権を失っている
わけではなく、横並び意識を持って、マスコミや住民から批判されることのない、かつ、職
員の働く意欲を失わせることもない、ならば無難な給与水準に決定していると推測できる
のである。［改行］しかしながら、この状況が「地方自治の本旨」に即したものでないこと
は明らかである。」と指摘されている。 
 
第６章 
「第６章 公務員給与と民間給与との比較方法等」の「第１節 官民給与比較方法」では、
人事院が行っている国家公務員と民間事業従事者との給与比較方法について丹念な考察が
行われている。「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会報告書」が示した、官民給与
比較方法の見直しに当たっての３つの基本的な考え方並びに官民給与比較方法についての
６つの論点ごとの検討結果および改善策について考察が行われているが、同報告書の提言
は、おおむね妥当と考えられるという。だが、著者からは、職種別民間給与実態調査の実施
方法について、①調査対象とする事業所の規模は、企業規模100人以上、かつ事業所規模50
人以上へ変更すること、②本府省職員の比較対象を、「東京23区・企業規模1,000人以上の本
店事業所」へ引き上げること、③特別給の支給月数の算定に当たって、対象とする民間企業
従業員は再雇用者を除いた事務・技術関係職種に限定すること、の３点が指摘されている。 
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特に、2006（平成18）年から官民較差に反映させる企業規模について、それまでの100人
以上から50人以上に変更されたが、その妥当性について詳細に考察されている。考察の結果、
①国家公務員は国民の生活を支え、安全・安心を守る等の重要な役割を果たしている。②国
家公務員採用試験申込者数が長期的に減少傾向にある。③国家公務員総合職試験および一
般職試験（大卒程度試験）の採用内定者が内定を得た企業は、９割以上が企業規模100人以
上である。このような現状に鑑み、国家公務員の職務の性質や、労働市場において国家公務
員と競合する企業の規模を考慮して調査対象企業を決定すべきであると考え、2005（平成17）
年までの企業規模100人以上、かつ、事業所規模50人以上への変更を改善策として提言して
いる。 
「第２節 公民給与比較方法及び独自給料表作成に対する総務省の助言」では、各人事委
員会が行っている地方公務員と民間事業従事者との給与比較方法および地方公共団体独自
の給料表作成に対する総務省の助言内容ついて考察されている。まず、総務省が2006（平成
18）年度～2007年度にわたり設置した「人事委員会の機能強化及び連携方策等に関する検討
会」について、2008年3月に公表された報告書が検討されている。ここでの著者の見解とし
ては、多くの部分で是認できるものとされているが、「給料表の作成についての基本的考え
方として、民間給与が著しく高い地域であっても、地方公務員給与が国家公務員給与の水準
を上回ってはならないという考え方には納得できないものがある」と述べ、その理由として、
「地方公務員の給与の場合は、給料表を機動的に改定できるという強みがあるにもかかわ
らず、その強みを封じ込めてしまうような考え方には同意できない」と著者は主張している。
続いて、自治総合センターが2008年度～2009年度に設置した「人事委員会における公民給与
比較の反映のあり方等に関する検討会」、総務省が2009年度に設置した「地方公務員の給料
表等に関する専門家会合）」の報告書を検討して、論点を整理しつつ考察し、こられの報告
書への著者の見解として、「全ての地方公共団体が国家公務員の俸給表構造を援用する必要
が本当にあるのか大きな疑問がある」と主張している。 
第6章の最後の「小括」では、第1節から第2節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
第７章 
「第７章 諸外国における公務員給与決定方法」の「第１節 先行研究における各国公務
員給与決定方法の類型化」では、西側先進諸国を中心とした諸外国における公務員給与決定
方法について考察されている。ここでは、諸外国における中央政府の公務員給与決定方法に
ついて比較考察した先行研究として西村（1999）、稲継（2000）、そして圓生（2017）を検討
して、諸外国では労使交渉によって給与水準を決定する方式を採る国が多く、日本のように
人事院や人事委員会といった中立的第三者機関が民間給与の実態を調査し、公務員給与の
改定勧告を行う方式を採る国のほうが数少ない状況にあることが明らかにされている。で
は、「どうして日本の国家公務員の給与決定方法の中核である人事院勧告制度は、現在まで
連綿と続いているのであろうか」という問いに対して、「人事院勧告制度の理論的支柱とし
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て、国家公務員の給与水準は民間給与水準に準じるべきであるという「民間準拠の原則」が
ある。西村は、「均衡」を日本の公務員給与政策の要に位置付けているが、日本が人事院勧
告制度と「均衡」の原則を捨てなかった理由について、「「捨てられなかったから」というの
が正直なところであろう」という見解を引用し、「人事院勧告制度は、実質的に日本の国家
公務員の給与決定を行う機能を持ち、このような制度を持つ先進国は、ほかにはないという
ことが、日本の国家公務員給与決定方法の一番の特徴であると言うことができるであろう」
（p.198）と結論づけている。 
「第２節 西側先進諸国における地方公務員の給与決定方法」では、米英独仏４か国の地
方公務員の給与決定方法に関する先行研究との比較から、日本の地方公務員の給与決定と
の相違点が明らかにされている。具体的には、地方公務員の給与水準決定の際に反映された
又は参考とした指標として最も重視されるものは、地域の民間給与水準であり、地域の物価
上昇率、類似団体の給与水準、国の公務員給与水準なども参考とされている。また、類似の
職種・職位について、団体間、地域間で給与水準較差がある場合、その要因として最も考え
られるものは、組合の交渉力であり、団体の財政状況のほか、その団体の人口規模や地理的
要因も影響している。さらに、地方公務員の給与水準についての地域住民の見方については、
不景気になると、地方公務員の平均給与額が高いといった批判がなされる国もあるが、概し
て、地方公務員の給与が民間と比較して高すぎるという議論はあまりない。また、給与の個
人情報は公的なものとして、公開している国もあることが明らかにされている。そして、「西
側先進諸国における地方公務員の給与決定方法の状況は、人事委員会勧告制度のある日本
の都道府県、指定都市等にとって、今後も現行制度を継続する限りにおいては、あまり参考
になることはないように思われる。しかしながら、現行制度を変化させる場合、また、人事
委員会勧告制度を持たない、それ以外の市町村にとっては、複数の地方公共団体が連携して
職員の給与決定をする方法や、歳入が大きく減少した場合の職員数と給与水準の対処方法
など、参考になる点があるように思われる」（p.206）と締めくくっている。 
第7章の最後の「小括」では、第1節から第2節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
第８章 
「第８章 地方公務員の給与システムと地方自治権」の「第１節 地方公務員の給与シス
テムにおける地方自治権の必要性」では、地方公務員の給与システムにおける地方自治権の
必要性について、「①人事・給与は、地方公共団体の事務・事業を担う職員に関する最重要
規律であること」、「②地方公共団体は、その団体の組織規模・財政状況、その区域の民間事
業者の給与水準等、その置かれている状況が多様であること」、「③真の地方自治の発展を目
指す上で、地方公共団体の職員の給与システムの決定について、団体自治はもちろん、住民
自治も発揮される必要があること」、の３つの理由を掲げ、「総務省が給与システムを含む地
方公務員制度に関する基準を地方公共団体に提示することは、地方自治法第245条の４第１
項の規定に基づく「技術的な助言」の範囲である。地方公共団体は、その助言に従うか否か
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の自己決定権を持つ存在であり、様々な状況を勘案し、自律的に決定すべきである。真の地
方自治の発展を目指す上でも、地方公共団体の経営資源の根幹である職員のための給与シ
ステムの決定については、自律的でなくてはならない」（p.218）と著者の見解が論述されて
いる。 
「第２節 地方公務員の給与システムの課題と改革の方向」では、地方公共団体が職員の
給与システムを自律的に設計していく上での３つ課題、「①自律的な給与システムの設計・
運営を担う職員体制の構築」、「②自律的な給与システムの運営に要する財源を確保する方
法」、「③自律的な給与システムの運営について住民や国の理解と納得を得る方法」を挙げ、
それらの課題を乗り越えるために必要な改革の方向について政策提言がなされている。①
については、人口規模など多様な自治体がある状況において、「近隣の市町村がまとまるか、
又は都道府県ごとにある市長会や町村会で協議会又は研究会といった組織を設置し、給与
システムの設計・運用について研究・検討することが望ましい。また、研究・検討を行う際
には、包括する都道府県に設置されている人事委員会の協力を得ることも効率的であろう」
（p.220）と提言されている。②については、「一般職員の職員給与費がどの程度、基準財政
需要額に算入されているのかを明確にするため、例えば、「一般職員給与費」といった独立
した経費区分を設け」（p.221）、「「一般職員給与費」の基準財政需要額への参入に当たり、
給与費単価については国の類似職種職員の給与費単価などを基準としつつも、職員数につ
いては地方公共団体定員管理実態調査結果等も十分に踏まえ、必要以上に少なく見積もら
ないようにしなければならない。また、総務省は「一般職員給与費」の積算根拠を分かりや
すく地方公共団体に示すことも必要である。」（p.222）と提言され、また③については、「職
員給与及び行政サービスの水準に関する情報を提供することで、住民が自らの負担と受益
を考える機会を得ることになり、それこそが住民自治を前進させる契機になる」（同上）と
提言されている。 
第8章の最後の「小括」では、第1節から第2節までの内容が簡潔に要約されている。 
 
終章 
「終章 地方公務員の給与システムの在り方」の「第１節 未完の地方分権改革」では、
国から地方への事務・権限の委譲や、地方公共団体に対する義務付け・枠付けの見直し等は
進んできたものの、国から地方への税源移譲が進まない限り、真の地方分権改革は達成され
ないことが論述されている。 
「第２節 まとめ」では、第１章～第８章の考察を踏まえ、次の４点の考察結果を示して
いる。第１は、総務省が主張する「均衡の原則」（＝国公準拠）に込められた理念や、それ
が果たした役割について考察しており、そこでは「自治省としては「均衡の原則」＝「国公
準拠」を錦の御旗として、地方公共団体を統制したいという「本音」があった」が、そこで
の「「建前」は地方自治の本旨から、各地方公共団体が自らの職員に適用される制度を自律
的に決定することであり、「建前」と「本音」を取り違えているとしか考えられないのであ
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る」（pp.228-229）と厳しい指摘を行っている。 
第２は、国家公務員および地方公務員の給与と国家財政および地方財政との関係につい
ての考察であり、「将来的には、国と地方の事務配分の根本的な見直しを含めた更なる地方
分権を進めるとともに、国から地方への税源移譲を一層進めることが不可欠ではあるが、現
時点では国家財政が地方財政以上に厳しい状況にあることから、国から地方への税源移譲
は非常に難しいと判断せざるを得ない」（p.230）と述べ、悲観的な見解を吐露している。 
第３は、公務員給与と民間給与との比較方法についての考察結果であり、「2005（平成17）
年までの企業規模100人以上、かつ、事業所規模50人以上へと戻すべきである」（同上）と著
者は提言しており、地方公共団体についても、「人事院の官民給与比較と同じ方法により全
国一律で行うべきである」（同上）としていることから、上の提言は地方公共団体にも適用
すべきであると主張している。 
第４は、諸外国の国家公務員および地方公務員の給与決定方法について先行研究を考察
した結果についてである。この点について、「21世紀おける日本の地方公務員の給与決定方
法は、総務省の要請（＝地域ごとの国公準拠）に応えることを当然のことと思い、各地方公
共団体は横並び的追従をしていると推測できるのであるが、これも他国には存在しない、日
本独自の方法だと考えられる」（p.231）として、米英独仏４か国の地方公務員の給与水準決
定の際に「最も重視されるものは、地域の民間給与水準であ」（同上）ることを指摘し、日
本の国公準拠を優先する方式を批判している。 
最後に、地方公務員の給与システムの決定における地方公共団体の自治権の在り方につ
いて、「地方公共団体にとって職員は最も重要な経営資源である。そして、その給与システ
ムは規律として職員を統制するとともに、職員の働くモチベーションを高める働きをしな
ければならない。だからこそ、地方公務員の給与システムは国家公務員の給与システムに準
じるだけではなく、地方公共団体が戦略を持って自律的に設計し、運用すべきものである。
また、その決定に当たっては、団体自治及び住民自治が最も発揮されるべきである」（p.231）
と結論づけている。 
「第３節 残された課題」では、本論文に残された課題として、①地方公務員の給与シス
テムの決定における労使交渉の位置づけ、②地方公務員のうち臨時・非常勤職員の給与をど
う考えるか、③地方公務員の給与財源確保の３つを挙げて、本論文を締めくくっている。 
 
 
３ 本論文の特色と評価 
 
 本論文は、地方公務員の給与システムに関する総合的な研究である。 
 評価できる点として第1に、地方公務員の給与システムについての現状、歴史的変遷、本論文の
重要な概念である「均衡概念」についての考察、21世紀における給与制度改革の状況、21世紀に
おける地方公務員の給与の状況、公務員給与と民間給与との比較方法等、諸外国に置ける公務
21 
 
員給与決定方法、地方公務員の給与システムと地方自治権、地方公務員の給与システムのあり方
について考察されており、これほど総合的な視点から地方公務員の給与システムを研究した先行
研究はなく、学術研究として高く評価できる。 
 第２に、個別の論点について、先行研究を深く丹念に考察しつつ、本論文の主要なテーマが明
確であり、それに対する解答も明快である。すなわち、著者が重視する論点は、地方公務員の給
与決定原則としての「均衡の原則」であり、それは現実にどのような意味を持つのかについて詳細
に検討されており、地方自治の観点からその機能が考察されている。換言すれば、「均衡の原則」
は「国公準拠」を意味しており、多様な自治体の状況を考慮するならば、国公準拠は優先されるべ
き原則ではなく、考慮すべき一要素に過ぎないのである。この点は、先行研究における対立点、す
なわち「地方公共団体の自治権が欠落し、国の要請に従い行っている」のか、あるいは「地方公共
団体が自律的に取り組んでいる」のかという問題を設定し、それを一貫して考察するという論理展
開である。それが具体的な政策提言へとつながっており、この点についても高く評価できる。 
 第3に、著者は県庁の職員であり、課長職をこなしながら、博士論文を執筆した。2017年の入学
であるから2020年10月の提出までに３年半余をかけているが、激務をこなしながらこの期間で論文
を完成させた努力は社会人を主たる対象とした当公共政策研究科の趣旨とも合致しており、模範
的な実務家研究者として評価できよう。 
 
 以上のように評価できる特長をもった論文ではあるが、本研究には著者自ら課題として記述して
いる点に加えていくつかの検討を要する問題を指摘することができる。 
 まず第１に、序章において人口減少時代であることの問題意識が披露されているが、「人口減少
時代において、地域経営を担う地方公共団体の取組しだいで、当該地方公共団体の住民の将来
が変わる可能性が高い。実際にその業務に従事する地方公務員の果たす役割は、大変重要であ
る」（p.5）と述べられている。だが、人口減少社会はすべての業種に同様の問題意識を投げかける
ものであり、地方公務員に限ったことではない。もっと掘り下げて、なぜ人口減少社会だから地方
公務員の役割が重要になるのかについての論述が必要だったように思われる。 
 第２に、自治体の自治権との関係からあるべき給与システムを検討する本論文においては、その
政策提言にも示された住民自治についてより多角的な理論的考察を試みることも必要だったので
はないかと考えられる。住民による政策満足度の評価といった実証的側面に関する研究を基礎づ
けるものとして既存の住民自治理論を捉えていく作業を通じて、本研究の学術上の位置づけはより
一層明確なものとなるであろう。 
 第３に、第7章において、諸外国における公務員給与決定方法について記述されているが、伝統
的な西洋先進国の事例が取り上げられている。しかしながら、そこでの結論は、「あまり参考になる
ことはないように思われる」と結論づけられている。日本の文化や社会状況などから考えると、東ア
ジアの諸国、とりわけ中国と韓国の状況は、日本との比較という意味で、参考になるかどうかは別と
しても、書き加えるべきではなかったかと考えられる。 
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 以上のように、課題を指摘することもできるが、審査小委員会としては、本論文がオリジナリティを
備えた、価値ある研究成果であり、研究者としての研究能力を実証するに十分な業績であり、博士
（公共政策学）の学位を授与するに値する業績であると認めるものである。 
 
 
４ 口頭試問 
 
 審査小委員会は、2021年2月7日に青木隆氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、本論文を中
心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授与に値する学識と
研究能力を有していると判定した。 
 
 
５ 結論 
 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、青木隆氏が、研究能力並びに学位論文に結実した研究成
果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するものと判断した。 
以上 
 
